





























































































　同次長 Assistant Manager 男
　　　準備課長　以下略
　　　織布課長 Chief 女　1 名
　　　　　　課長補佐か Assistant Chief 女 1 名
　　　　A 直　Leader または foreman　2 名女
　　　　　　　　　　織工 Operator　女 14 名
　　　　B 直　Leader または foreman　女 2 名
　　　　　　　　　　Operator　女 15 名
　　　　C 直　Leader または 1foreman　女 2 名
　　　保全課長 Chief　男 1 名　　　機械担当
　　　　Assistant Chief 男 1 名　　　電気担当
　　　　　　　　Leader 男 1 名　　　機械担当





























































































たとえば A 直の leader の一人は勤続 10 年、ずっ
と織布で、5 年で leader になった。他の leader


































Chief はほぼ中卒、内部昇進、5 年間に chief












































調査は 1999 年 3 月 9，10 の両日行われた。



















く、従業員数は 2、500 名を超える。工場は 3
つにわかれ、うち織物工場はふたつ、ここでは
もっぱら、タフタとデニムを織る工場をみた。










べきだろう。J 社は air　jet もあるが、主力は

















　生 産課　課長　タイ人男　以下計 150 名ほ















　　　　　男 11 名　女 3 名
持ち台数の差
うえの組織図をみながら、その仕事内容を説














は一般の operator とかわらず勤続、2，3 年、










けもつ。タイの T 社の 15 台前後はもちろん、
日本の J 社の 40-45 台をこえる。その差のおも
な理由は、製品の差にあろう。日本の J 社は柄
物をあつかう。他方、この日系は白地量産もの
である。少品種多量生産がこの事例の方針であ
る。
差異
さらに理由がある。ふたつの理由がめだつ。
そのひとつは、この事例では分業が進んでいる、
というべきか、織工の仕事の幅をややせばめて
いる。品質不具合の検出に「品質」担当を別の
課にしている。もっとも課をわけても、両者と
も職場を巡回している点ではかわりない。ただ、
品質課のスタッフは、ランプを手に持ち、織布
の裏側から光を当て、品質不具合の検出につと
めている。
誤解をさけるためにいっておくが、品質管理
担当が他の事例にいないわけではない。ただし
しそれは織布の最終工程で、布おろしした織物
を電光で裏から当て、ていねいに検査している。
最終検査というべきであろう。生産工程のなか
での検査は、もっぱら織工にまかせている。
もうひとつの理由は、その原因探究、直しに
ある。まず日本の J 社のばあいは、織工が原因
をまず考える。自分で直せるばあいもある。そ
れができないばいは、それを直しにあたる保全
なりのひとに、原因について自分の考えをつた
える。もちろん保全の人はたすかる。
これにたいし、この日系工場では、その原因
にかりに見当がついても、それを上司や他に部
門に伝えない。さしあたりの直しはリーダーに
報告してまかせ、リーダーができないとき、保
全にたのむ。
自分の縄張りの｛順守｝
その理由を、アジア各国に経験のあるヴェテ
ラン日本人工場長は、つぎのように語る。
それは原因が織工にまったく見当がつかな
いから、とはかぎらない。その考えを他の部門
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にいうと、他の部門がそれはこちらの仕事で、
君たちの仕事ではない、といういわばなわっば
り争いがある。それをヴェテランの日本人工場
長は、「文化」の違い、「気風」の違いと強調す
るのである。
そしてその理由として、日本は「年功賃金」
ゆえに、なわばりをこえてその原因を他部門に
もいい、他部門はそれを活用して対処する、と
いう。他方、この事例では、仕事本位の賃金支
払いゆえに、なわばりを順守しようとする、と
説明する。
だが賃金をみる。タイ地元 T 社でも、この
日系の事例でも、ブルーカラーにもほぼ定期昇
給がある。おそらくその資格ごとの上限下限は、
あるいは明記されているのかもしれないが、そ
れはたしかめていない。ただし、その個人別の
定期昇給額に査定がつき、同じ勤続でも、個人
差がつく。それは確かであった。
このベテラン工場長は、他の多くの日本人ベ
テラン工場長と同様、他国は西欧風で定期昇給
はなくもちろん査定もない、という日本のふつ
うの「学者」たちのいうことを信じていたので
あろう。もちろんブルーカラーの話である。つ
まり、日本は勤続一本で査定があまりなく、そ
れを「年功賃金」と、きめこんでいたのであろ
う。
この問題の対応は、タイのブルーカラーに査
定があるのが確かである以上、その査定の仕方
の改善にかかるであろう。出勤率や日頃のあい
さつなどにとどまらず。問題や変化への対応の
技能に、たとえ充分ではなくとも、あるていど
目を配ることが肝心であろう。査定をするのは
おそらく leader クラスで日本人管理者ではない
だろう。Leader クラスの、その点をもみる目、
長い目で見た技能の伸長の重要性の認識、そう
じて長期をみる目の形成が肝要であろう。
III　まとめ
海外日本企業の働き
いま日本は人口減になやまされている。それ
を長期にでも逆転する見通しは残念ながらあか
るくない。単純に国内に他国の人々をいれる、
という案が主張される。それは徐々にすすむで
あろう。海外技能研修生の希望状況からみて、
まだ希望者がつづき、一見心配がとぼしいよう
に見える。だが、大勢が流入することは、長期
にはむつかしかろう。というのは、海外の他国
の経済進歩はいちじるしく、その賃金は、中小
企業をみれば日本との差が縮小し、外国人技能
研修生の大勢の希望は長続きしないであろう。
ではどうしたらよいか。日本人のベテラン
が、そのすぐれた技能をもって海外の日本企業
に活躍することとなろう。もちろんそこで働い
てくれるひとは、ほとんどその地の人たちであ
る。そうしたひとびとは、陰に陽にかなりの金
額を払って日本にわたってくる海外研修生のひ
とたちよりは、より貧しい人を多分に含むであ
ろう。そうした人たちにその地の日本企業でよ
く働いてもろうこと、そのためにそれなりの技
能を身につけてもらうことこそ肝要ではないだ
ろうか。
その際、日本に有利なことがある。職場の礎、
ブルーカラーにも、技能の向上に応じて賃金が
あがる。定期昇給がある。もちろん査定つきで、
個人差がつく。現代日本日本のようにな賃金で
ある。それはまさに西欧でいえば、ホワイトカ
ラーのサラリーと基本的に共通する。それが、
西欧米ではブルーカラーに広がっていない。そ
れをブルーカラにも広げる。「ブルーカラーの
ホワイトカラー化」こそ肝要ではないだろうか。
こうした傾向にたいし、阻害要因と促進要因
がある。阻害要因からいえば、日本国内の、「特
異性」を強調する既成観念である。一例をあげ
れば、日本は「年功賃金」、技能を高めるに不
適という、実際の職場をよくみようとしない既
成観念である。それどころか、職場の実務経験
をみとめようとしない傾向である。いまや、そ
の既成観念は、より美しい言葉にかあわった。
すなわち「同一労働同一賃金」、「職務内内容の
標準化、明確化」である。それを資格にし、そ
れにもとづいた賃金制度推進の声が圧倒的であ
る。
技能が単純なうちは、「同一労働同一賃金」
でもよい。技能の個人差はあまりでない。だか
ら、それでも問題はすくない。だが、技能がか
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なり高度になれば、個人差はさけがたい。なぜ
なら、高度な技能をこなすなら、個人差がでな
いわけはない。それはマニュアルに明確に書か
れる作業だけですまないからである。世にはま
えもって充分問題を把握しその対策をマニュア
ルにかける問題ばかりではない。あたらしい製
品が製造される。新しい機械がつかわれる。い
やちょっとした部品がかわったりする。資材が
変わったりする。それらの変化にともない、お
もわぬトラブルが生じよう。人智は万能ではな
く、あらかじめ充分には予期していない問題や
変化がおこるものだ。近時 AI と称しそれを機
器が処理できるかのごとく考える風潮が、燎原
の火のようにひろがっている。人智は神にちか
づいたのか。はなはだあやしい。もっと謙虚に
ことをすすめねばなるまい。
そうした問題は、長年同じ製品、それを同じ
機械でつくっていれば生じない。だが、それで
は市場競争で敗れてしまうであろう。製品があ
たらしくなり、したがって製造過程が変わるの
は避けがたい。そうした問題をこなす技能であ
る。それをかつてのように、高度の技術者にま
かせるのと、その一部にせよ、ブルーカラーの
技能上位層にまかせるのと、いずれが有利か。
おこる問題や変化の確率がおなじとしたば
あい、それをこなす人数が多いほど効率はあが
るのではないか。
促進要因
促進要因はまさにここに根拠がある。産業化
の第一段階では、ブルーカラーの上位にのぼる
には、徒弟制度が要求された。たとえそれを突
破して熟練工になっても、基本賃金はもう上が
らず、資格も職長などにならないかぎり、かわ
らない。ホワイトカラー、技術者との差は歴然
としていた。そして旧植民地国はその枠組みを
宗主国から桎梏としてを背おわせられていき
た。
その旧植民地国が第二次大戦後独立すると、
その枠組をよわめ、技能を向上させるにおうじ
て、賃金が上がる。個人別の査定がついて、さ
らにそれが促進要因となる。
この方式を産業化比較的早くから実施して
きた国は日本であった。といっても、第一段階
の終わり近くで産業化したにすぎない。当然第
一段階の枠組みの時期は短く、その桎梏を壊す
のに時間がかからず、第二段段階にいち早く移
行し、それを開化させてきた。この日本方式こ
そ、旧植民地から独立国になった地には、人材
形成のきわめて貴重な参考となるのではないだ
ろうか。
その点のいちはやい事例が , もともと独立を
たもってきたタイではないだろうか。
文献；
小池和男［高品質日本の起源］日本経済出版社，
359p．
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